
○天草市就学援助に関する規則 

平成１８年３月２７日 

教育委員会規則第１９号 

改正 平成２０年２月２６日教委規則第５号 

平成２１年３月２６日教委規則第５号 

平成２７年１１月１９日教委規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「法」という。）第１９条

の規定に基づき、経済的理由によって就学困難と認められる児童及び生徒又は入学予定者の

保護者に対して必要な援助を与えることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（平２０教委規則５・平２７教委規則８・一部改正） 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 児童 法第１７条第１項に規定する学齢児童をいう。 

（２） 生徒 法第１７条第２項に規定する学齢生徒をいう。 

（３） 入学予定者 天草市立の小・中学校に入学予定で天草市に住所を有するものをいう。 

（４） 保護者 児童及び生徒又は入学予定者の保護者（法第１６条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）をいう。 

（５） 医療費の一部負担金 健康保険法（大正１１年法律第７０号）、国民健康保険法（昭

和３３年法律第１９２号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家公務員共済組

合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２

号）又は私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定により保険給付を受

ける者が負担すべき額をいう。 

（平２０教委規則５・平２７教委規則８・一部改正） 

（援助の内容及び対象者） 

第３条 市長は、児童又は生徒（区域外就学を承認された児童生徒を含む。）が就学に必要な

学用品費、通学用品費、新入学児童生徒学用品費等、修学旅行費、学校給食費、災害共済掛

金及び学校保健安全法施行令（昭和３３年政令第１７４号）第８条に規定する疾病に係る医

療費の一部負担金並びに入学予定者が就学に必要な新入学児童生徒学用品費等を、次に掲げ

る保護者に対して予算の範囲内で援助するものとする。 



（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者（学用

品若しくはその購入費又は児童及び生徒の通学に要する交通費の給与については、同法第

１３条の規定によりその児童及び生徒に係る教育扶助が行われている場合若しくは入学予

定者にあっては当該入学予定者に係る教育扶助が行われる予定がある場合の保護者である

者を除く。） 

（２） 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に困窮している者で次の

いずれかに該当するもの 

ア 前年度又は当該年度において、次のいずれかの措置を受けたもの 

（ア） 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

（イ） 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９５条第１項に基づく市民税の非

課税 

（ウ） 地方税法第３２３条に基づく市民税の減免 

（エ） 地方税法第７２条に基づく個人の事業税の減免 

（オ） 地方税法第３６７条に基づく固定資産税の減免 

（カ） 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条及び第９０条に基づく国民

年金の保険料の減免 

（キ） 国民健康保険法第７７条に基づく保険料の減免又は徴収の猶予 

（ク） 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条に基づく児童扶養手当の

支給 

（ケ） 生活福祉資金による貸付け 

イ 前号に規定する者以外の者で、次のいずれかに該当し、天草市教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が当該世帯の実情に基づき認定するもの 

（ア） 保護者（主たる収入者）が失業対策事業者手帳を有する日雇労働者又は職業安

定所登録日雇労働者 

（イ） 職業が不安定で、生活状態が悪いと認められる者 

（ウ） PTA会費、学級費等の学校納付金の減免が行われている者 

（エ） 学校納付金の納付状況が悪い児童及び生徒の保護者又は学用品、通学用品等に

不自由している児童及び生徒の保護者若しくは入学予定者の保護者で、生活状態が極

めて悪いと認められるもの 

（オ） 経済的な理由による欠席日数が多い児童及び生徒の保護者 



（カ） その他特別な事情により経済的に困っている者 

２ 前項第２号ア及び同号イ（ア）から（オ）までに該当する者については、世帯の所得に対

する生活保護基準が１．２倍以下の中から認定する。 

（平２１教委規則５・平２７教委規則８・一部改正） 

（支給の方法） 

第４条 前条に規定する援助費の支給は、現金給付又は現物給付とする。 

２ 現金給付に係る援助費の支給は、援助費の認定を受けた保護者又は保護者の委任を受けた

学校長の請求により、毎学期ごとに、それぞれ７月、１２月及び３月に支給するものとする。

ただし、医療費の一部負担金の支給は、医療機関からの請求があった翌月末までに行うもの

とする。 

３ 入学予定者に係る新入学児童生徒学用品費等の支給は、援助費の認定を受けた入学予定者

の保護者の請求により、入学する年度の前年度に支給できるものとする。 

（平２７教委規則８・一部改正） 

（援助費の請求、受領並びに過誤納金の返納及び処理の委任） 

第５条 援助費の支給を受ける者は、その請求、受領並びに過誤払い金の返納及び処理の権限

を学校長に委任することができる。 

（援助候補者の報告） 

第６条 学校長は、就学援助の申込みをした者について、教育的立場に基づき要保護及び準要

保護児童生徒に係る世帯票を作成し、認定候補者名簿を添えて報告するものとする。 

（平２１教委規則５・一部改正） 

（援助の決定） 

第７条 教育委員会は、前条の規定による報告があったときは、必要な事項を審査し、予算の

範囲内において認定を行い、その結果を学校長を通じて保護者に通知する。 

２ 教育委員会は、入学予定者の保護者から援助費の請求があったときは、必要な事項を審査

し、予算の範囲内において認定を行い、その結果を保護者に通知する。 

（平２１教委規則５・平２７教委規則８・一部改正） 

（援助の額） 

第８条 援助の額は、毎年度予算の範囲内において、市長が定める。 

（平２１教委規則５・一部改正） 

（援助費の返還） 



第９条 援助費は、次に掲げる場合を除き、返還を要しない。 

（１） 入学予定者が天草市立の小・中学校に入学しなかったとき。 

（２） 市長が返還を要すると認めるとき。 

（平２７教委規則８・一部改正） 

（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年３月２７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の本渡市就学援助扶助要綱（平成５年本渡市教

育委員会訓令第１号）、牛深市就学援助扶助要綱（平成７年牛深市教育委員会訓令第１号）、

御所浦町就学援助に関する規則（平成８年御所浦町教育委員会規則第１号）若しくは五和町

就学援助扶助要綱（平成１４年五和町教育委員会訓令第１号）又は各市町就学援助事務処理

の手引の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされ

たものとみなす。 

附 則（平成２０年教委規則第５号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年教委規則第５号） 

（施行期日） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年教委規則第８号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 


